
（別紙様式４）

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

2,220 単位時間 1,380 単位時間 840 単位時間 0 単位時間 0 単位時間 0 単位時間

年 74 単位 46 単位 28 単位 0 単位 0 単位 0 単位

20 人 12 人 人 0 % 0 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 5

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

人

人

人

人

人

人

人

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体：
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ

（うち企業等と連携したインターンシップの単位数） 0

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等において
その担当する教育等に従事した者であって、当該専門課
程の修業年限と当該業務に従事した期間とを通算して六
年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 0

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 3

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 1

 計 4

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の
実務の能力を有する者を想定）の数

2

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 0

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 0

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数 60

総単位数 74

うち企業等と連携した実験・実習・実技の単位数 0

60

うち必修授業時数 2,220

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数 0

民間企業の経理事務等

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の単位数

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） 0

0

うち企業等と連携した必修の演習の単位数

当該学科の
ホームページ

URL
https://keiri.ac.jp/course/#business

100
■進学者数 0
■その他

1名途中退校

2

うち企業等と連携した演習の単位数 2

うち必修単位数 74

企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

総授業時数 2,220

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 0

2 昼間
※単位時間、単位いずれ
かに記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A)

0

（令和5年度卒業生）

2
■地元就職者数 (F) 2
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 100

100

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 2
■就職希望者数 (D)　　　　　： 2
■就職者数 (E)　　　　　　　　：

年度卒業者に関する令和６年５月１日時点の情報）

■主な就職先、業界等

学科の目的 本学科は、簿記会計、財務、情報処理及び秘書に関する知識と技術を習得することを目的とする

学科の特徴（取得
可能な資格、中退

率　等）

（主な教育内容）ビジネスの場で数字に強い人材として、さまざまな職種に対応できる知識と実践を習得します。大学・短大を卒業または社会人経験を有しているなど、ス
キルアップを目標とする方に最適のコースです。事務・営業・経理など総合的な職業を目標とします。卒業時には専門士（専門学校卒業資格）が付与されます。
（取得可能な資格）日商簿記検定、日本情報処理検定、宅建士、ファイナンシャルプランナー、WEBクリエイター

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総

単位数
講義 演習 実習 実験 実技

商業情報専門課程 ビジネス管理科 平成12(2000)年度 - -

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

中退率

令和6年9月17日

870-0024

097-534-6625
設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

一般社団法人　由布学園 平成23年2月24日 前田　将行 大分県大分市錦町三丁目7番28号
870-0024

097-534-6625

専修学校大分経理専門学校 昭和57年11月1日 佐藤　恵二 大分県大分市錦町三丁目7番28号

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

商業実務



種別

①

③

③

③

－

－

（年間の開催数及び開催時期）

遠藤　真太郎 遠藤真太郎税理士事務所　所長税理士
令和5年4月1日～令和7年3月
31日（1年）

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（10月、2月）

（開催日時（実績））
第１回　令和5年10月31日　13：30～15：00
第２回　令和6年　2月27日　10：00～11：30

佐藤　恵二 専修学校　大分経理専門学校　学校長
令和5年4月1日～令和7年3月
31日（1年）

川畑　太 専修学校　大分経理専門学校　副校長
令和5年4月1日～令和7年3月
31日（1年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
教育機関、関係企業等との連携を通じて必要な情報の把握・分析を行い、実践的かつ専門的な職業教育を実施することを
目的として、教育課程編成委員会を設置する。委員会は次の各号に掲げる事項を審議し、授業科目の開設や目標検定設
定、授業方法の改善・工夫に生かす。
①趣旨
経理実務の現場では、資格試験や簿記の知識だけでは通用しないのが現状である。よってこの職種においては資格等を
活かす実践力が何よりも重要である。このため本学科では企業等と連携し経理実務に必要な実践的かつ専門的な能力を
育成し、かつ就職に必要となる就職能力の向上も支援していく。
②授業科目の開設
①をふまえ、経理に必要な⼀定の資格や知識（会計分野、税務分野、PC分野、労務分野）と、経理・事務分野の就職実践
力向上に資する演習や実習をバランスよく配置した教育過程を編成する。
③授業内容・方法の改善・工夫
これまで実践というと、企業に出向き簡単な体験をさせて頂く、いわゆる企業実習型が主流であったが、経理実務の実習
は、企業の守秘義務の関係で具体的な数値を見せて頂く事ができず満足のいく実習には至らない場合がほとんどであっ
た。また経理という仕事の特性から、同時に複数人の実習を受け入れる事が可能な企業が少ないという問題点があった。こ
の点を改善すべく本学科では、企業実習型から集合教育型へシフトし、本校内にて、実際の申請書類の様式等を用いた演
習や、多くの企業で採用されている会計ソフトを用いた実習を行うなど、より実践的なものを取り入れていく。
④企業等との連携
上記の実現のため社会保険労務士やキャリアコンサルタントと連携し「実務実践力」を養成していく。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

企業等と密接かつ組織的な連携体制を確保するため、教育課程編成員会を設置する。教育課程編成委員会は、理事会の
下に置く。委員会ででた意見は、企業等の要請を斟酌しながら、実践的かつ専門的なカリキュラムとなるようカリキュラム検
討会議で審議した後、校長の許可を経て決定する。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

古城　 一 株式会社古城　代表取締役
令和5年4月1日～令和7年3月
31日（1年）

令和6年4月1日現在

神野　康弘 豊和銀行　ソリューション支援部長
令和5年4月1日～令和7年3月
31日（1年）

名　前 所　　　属 任期

後藤　秀徳 大分商業高等学校　校長
令和5年4月1日～令和7年3月
31日（1年）



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

②指導力の修得・向上のための研修等

・知識研修（詳細：キャリアコンサルティングに関する基礎知識）
・技能研修（詳細：メンタルヘルス上の課題がある相談者の対応、自己肯定感が低い若年相談者への対
応、再就職支援カウンセリングの対応、中高年のキャリア支援、キャリアコンサルタントの効果的な質問ス
キル）

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

・社会保険手続（詳細：入退社時の社会保険手続き、給与支払届の書き方、標準報酬月額算定基礎届及
び標準報酬月額変更届の書き方等）
・給与計算（詳細：給与の計算方法、社会保険料の算定方法、所得税の源泉徴収、住民税の特別徴収、保
険料・税金の納付等）
・年末調整（詳細：年末調整における控除額の確認と年税額の計算等）

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

研修を開催するにあたっては、大分経理専門学校の研修規定に基づき、職員が学校の基本理念および経営方針を理解
し、自己の役割を全うすることによって、学校の発展に積極的に寄与すると共に、広い視野と良識ある人格を養い、強い責
任感と正しい信念を持つ職員の育成を目的とする。それにより、専門分野における実務に関する研修等及び指導力の修
得・向上のための研修等を実施し、実務に関する高い専門性と指導力を有する職員を養成することを基本方針とする。具
体的な実施方法としては連携企業の社外講師によるOFF-JT研修を中心に年２回以上実施し、専攻分野における実務に関
する指導力の習得・向上を図る。実施時期は職員の負担を考慮して学生の夏季休暇中など授業のない期間を選定する。

経理・人事労務実務者養成講座 連携企業等： HR社労士事務所

令和5年7月31日～令和5年8月3日 対象： 授業担当者

科　目　名 連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

社会保険労務士が経理・人事労務部門の実務で取り扱う労働・社会保険関係書類の書き方や注意点等について指導し、
生徒は実際の労働・社会保険関係書類の作成方法等を習得する。学習成果の評価方法として、期末試験等において、授
業で習得した書類を制限時間内でいかに正確に作成できたを評価する。

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

HR社労士事務所

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
これまで実践というと、企業に出向き簡単な体験をさせて頂く、いわゆる企業実習型が主流であったが、経理実務の実習
は、企業の守秘義務の関係で具体的な数値を見せて頂く事ができず満足のいく実習には至らない場合がほとんどであっ
た。また経理という仕事の特性から、同時に複数⼈の実習を受け入れる事が可能な企業が少ないという問題点があった。こ
の点を改善すべく本学科では、企業実習型から集合教育型へシフトし、本校内にて、実際の申請書類の様式等を用いた演
習や、多くの企業で採用されている会計ソフトを用いた実習を行うなど、より実践的なものを取り入れていく。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

企業連携の方法
１．【校内】企業等から
の講師が全ての授業
を主担当

給与計算、年末調整、社会保険手
続き労働保険申告、確定申告、会
計ソフト操作等

キャリアコンサルティング指導力向上セミナー 連携企業等： HR社労士事務所

令和5年7月31日～令和5年8月3日 対象： 授業担当者

経理実務

科　目　概　要

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

会計事務所の仕事理解について税理士や社会保険労務士など実務の専門家の講話等を実施し仕事理解をすることで、学
習の動機づけを図り検定取得率の向上を⽬指ざしている。委員会の中で委員から「資格取得だけではなく他に特色を設け
てはどうか」という意見を受けて、今後、簿記の授業の中で生徒が実際にビジネスを実践して会計帳簿を作成し決算まで行
う実践型の授業を取り入れる方向で検討をしている。



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

種別
高等学校
長
企業等委
員
企業等委
員

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://keiri.ac.jp/information_disclosure/
公表時期： 45382

クロスダМ＆Ａセンター株式会社　大分支社長
令和6年4月1日～令和7年3月
31日（1年）阿部　悠次郎

石井　圭一郎 大分県立爽風館高等学校　学校
令和6年4月1日～令和7年3月
31日（1年）

工藤　俊二朗 工藤中小企業診断士事務所　所長
令和6年4月1日～令和7年3月
31日（1年）

（６）教育環境 （６）教育環境
（７）学生の受入れ募集 （７）学生の受入れ募集
（８）財務 （８）財務

（３）教育活動 （３）教育活動
（４）学修成果 （４）学修成果
（５）学生支援 （５）学生支援

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（１）教育理念・目標 （１）教育理念・目標
（２）学校運営 （２）学校運営

②指導力の修得・向上のための研修等

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づき、学校関係者評価委員会を設置して評価を実施し、その評価結果を公
表するとともに、教育活動その他の学校運営の改善に活かしていく。なお学校関係者評価委員には、経理実務に必要な実
践的かつ専門的な能力を育成するという本学科の目的をふまえ、会社経営者、中小企業診断士等の実務のスペシャリスト
を配置する。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

・知識研修（詳細：キャリアコンサルティングに関する基礎知識）
・技能研修（詳細：フレームワークを活用した論理的志向、問題把握力と具体的展開の強化、ジョブカードを
活用したキャリアコンサルティング）

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

経理・人事労務実務者養成講座 連携企業等： HR社労士事務所

令和6年12月23日～令和6年12月26日 対象： 授業担当者

①専攻分野における実務に関する研修等
（３）研修等の計画

・労働保険手続（詳細：労働保険料賃金集計表及び労働保険料申告書の書き方等）
・確定申告書作成（詳細：所得税の確定申告書の書き方等）
・会計ソフト操作（詳細：会計ソフトの操作方法等）

キャリアコンサルティング指導力向上セミナー 連携企業等： HR社労士事務所

令和6年12月23日～令和6年12月26日 対象： 授業担当者

（３）学校関係者評価結果の活用状況
学校関係者評価において評価点が低かった項目を中心に、「改善目標」「改善行動」「定期的な検証」「検証結果を基にさら
なる改善」のPDCAをまわすことにより確実に成果をだし学校全体の質の向上につなげる。（4）の学習成果の評価項目にお
いて、職員間で指導能力に差が生じないように指導ノウハウの共有が必要という意見を受けて、職員で指導方法の勉強会
を実施するなど評価結果の活用を行った。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

（９）法令等の遵守 （９）法令等の遵守
（１０）社会貢献・地域貢献 （１０）社会貢献・地域貢献
（１１）国際交流



（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://keiri.ac.jp/information_disclosure/
公表時期： 45382

（１１）その他
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（８）学校の財務 ・中長期的に学校の財務基盤は安定しているといえるか
（９）学校評価 ・自己評価の実施と問題点の改善に努めているか
（１０）国際連携の状況 ・生徒のボランティア活動を奨励、支援しているか

（５）様々な教育活動・教育環境 ・進路・就職に関する支援体制は整備されているか
（６）学生の生活支援 ・施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているか
（７）学生納付金・修学支援 ・学生募集活動は、適正に行われているか

（２）各学科等の教育 ・運営組織や意志決定機能は、規則等において明確化されているか
（３）教職員 ・学科等のカリキュラムは体系的に編成されているか
（４）キャリア教育・実践的職業教育 ・就職率及び資格取得率の向上が図られているか

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」に基づき、教育活動の活性化、学校運営の円滑化、進路選
択にあたっての有用な情報の提供、就職指導における企業等との連携の充実、教育内容の改善、学校運営に対する支援
の確保、社会に対する理解の増進、等をねらいとして学校関係者に対し、それぞれに必要な教育活動その他の学校運営の
状況に関する情報を必要な様式で提供する。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 ・理念・目的・育成人材像は定められているか

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に
関する情報を提供していること。」関係
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1 ○ 商業簿記入門 日商簿記3級の商業簿記
1
前

120 4 ○ △ ○ ○

2 ○ 商業簿記 日商簿記2級の商業簿記
1
前

120 4 ○ △ ○ ○

3 ○ 工業簿記 日商簿記2級の工業簿記
1
後

240 8 ○ △ ○ ○

4 ○ 宅建Ⅰ 権利関係、宅建業法
1
前
後

180 6 ○ △ ○ ○

5 ○
コンピュータ
基礎実習

パソコン操作の実習
1
前

60 2 △ ○ ○ ○

6 ○ 表計算実習 Excelの実習
1
前
後

120 4 △ ○ ○ ○

7 ○ 文書処理実習 Wordの実習
1
前
後

120 4 △ ○ ○ ○

8 ○
プレゼンテー
ション実習

PowerPointの実習
1
前
後

120 4 △ ○ ○ ○

9 ○
キャリア形成
支援

ビジネスに関するグループワーク、講話、
プレゼン発表

1
後

120 4 △ ○ ○ ○

10 ○ 応用簿記 建設業簿記及び社会福祉簿記
2
前

60 2 ○ △ ○ ○

11 ○ 上級簿記Ⅰ 日商簿記2級の商業簿記及び工業簿記
2
前

120 4 ○ △ ○ ○

12 ○ 上級簿記Ⅱ 日商簿記2級の商業簿記及び工業簿記
2
後

180 6 ○ △ ○ ○

授業科目等の概要

#REF!
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携



13 ○ FP技能士
ライフプランニングと資金計画、リスク管
理、金融資産運用、タックスプランニン
グ、不動産、相続・事業承継

2
後

60 2 ○ △ ○ ○

14 ○ 租税法 所得税法、法人税法、消費税法
2
前
後

120 4 ○ △ ○ ○

15 ○ 経理実務 給与計算、年末調整、社会保険手続き等
2
後

60 2 △ ○ ○ ○ ○

16 ○ 宅建Ⅱ 法令上の制限、税その他
2
前

180 6 ○ ○ ○

17 ○
コンピュータ
応用実習

ExcelやWord等の応用的な操作
2
後

60 2 △ ○ ○ ○

18 ○
ＷＥＢページ
実習

WEBページの制作に関する実習
2
前

60 2 △ ○ ○ ○

19 ○
WEBデザイン
実習

WEBデザインの制作に関する実習
2
前

60 2 △ ○ ○ ○

20 ○
データベース
実習

Accessの操作
2
後

60 2 △ ○ ○ ○

20

期
週

合計 科目 74 単位（単位時間）

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

2
18

卒業要件： 卒業単位の取得
履修方法： 企業等と連携して行われる実習・実技・実験又は演習の授業科目を含

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分
１学期の授業期間

（留意事項）
















